
全国国民健康保険診療施設協議会
会長 押淵徹氏

平成29年度

国保直診セミナー
開催日：平成29年11月2日（木） 場所：琵琶湖ホテル3階「瑠璃」

主催：滋賀県国民健康保険診療施設協議会・滋賀県国民健康保険団体連合会

　昭和33年の国民健康保険法制定以来の大改革と言
われる制度改革が平成30年度から施行され、都道府県
が財政運営の責任主体となります。2025年には団塊
の世代がすべて後期高齢者となる一方、日本の人口は
フリーフォールともいえる減少局面を迎えます。こうし
た激変の中にありながらも、国民の一人ひとりが、で
きる限り住み慣れた地域で安心した生活を継続し、人
生の最期を迎えることができる環境を整備していくこと
が急務となっています。
　今回の直診セミナーでは、全国国民健康保険診療施
設協議会会長の押淵徹氏と慶應義塾大学教授で元厚生
労働省老健局長の三浦公嗣氏を講師に招き、新たな時
代に対応した地域包括ケアのあり方や福祉ビジョンにつ
いて示唆いただきました。
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